
準備書面（31）に関する補足説明2 
～函館地裁判決の不当性と本件との関係～ 
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東京地方裁判所 
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本日の内容（約25分） 

１ 行政訴訟（被告国）との関係（説明済） 

 
２ 民事訴訟（被告会社）との関係（説明済） 

 
３ 司法審査の在り方に関する不当性（補足） 

 
４ 審査基準の合理性判断の不当性 

2 



３ 司法審査の在り方に関する不当性（補足） 
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３ 司法審査の在り方に関する不当性 4 

⑴ 立証責任‐2段階構成の不合理性 
 
⑵ 安全性の程度-島崎邦彦氏のインタビュー 



３-⑴ 立証責任‐2段階構成の不合理性 5 

広島高裁決定の論理（民事訴訟の基本） 

住民側：人格権侵害の「具体的危険の存在」p176 

事業者側：人格権侵害の「具体的危険の不存在①」p177 

「基準の合理性及び基準適合判断の合理性」p178 

「基準の不合理性ないし基準適合判断の不合理性」p178 

事業者側：「具体的危険の不存在②」p178 

炉規法の規定ぶり、知見の偏在、原発事故の特質を根拠 

処分がなされている場合 処分がなされ
ていない場合 

「基準の合理性及び基準適合判断の合理性」立証に失敗した場合 

原則どおり「具体的危険の不存在①」を立証となるはず 

住民側は反証で足りる 

事業者が行った基準適合評価が合理的か否かという視点に
立てば、十分に実体的な判断に踏み込める 
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H30.8.23 YAHOO!ニュースの記事（甲F94号証） 

３-⑵ 安全性の程度-島崎邦彦氏のインタビュー 
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電力会社に対する信頼を失った 

３-⑵ 安全性の程度-島崎邦彦氏のインタビュー 

甲F94・9頁 
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最低線を探ってくる 

３-⑵ 安全性の程度-島崎邦彦氏のインタビュー 

甲F94・10頁 
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自分勝手な科学をつくり出している 

３-⑵ 安全性の程度-島崎邦彦氏のインタビュー 

甲F94・8頁 



４ 審査基準の合理性判断の不当性 
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４ 審査基準の合理性判断の不当性 11 

⑴ 判断の欠落があまりにも多いこと 
 
⑵ 基本的に住民側の主張を曲解して判断していること 
 
⑶ 自ら定立した規範に全く当てはめていないこと 
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銭亀火山の活動可能性 

約26km 

銭亀カルデラ 

▶VEI6の巨大噴火 

▶ピナツボ火山の約3倍 

４-⑴ 判断の欠落があまりにも多いこと 
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銭亀火山の活動可能性 

完新世 更新世 

４-⑴ 判断の欠落があまりにも多いこと 
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銭亀火山の活動可能性 

100㎝ 

銭亀火山 

▶銭亀火山について風向・風力を
考慮したシミュレーションを行え
ば、本件原発に100㎝の降下
火砕物が積もる可能性もある。 

４-⑴ 判断の欠落があまりにも多いこと 



４-⑴ 判断の欠落があまりにも多いこと 15 

最終準備書面大部分を無視 

▶原告ら最終準備書面（その７）～火山事象に対する安全性の欠如～ 

無視 

無視 

曲解 



４-⑵ 基本的に住民側の主張を曲解して判断していること 16 

ⅰ 「原告らの主張②」について 
 
ⅱ 「原告らの主張③」について 
 
ⅲ 「原告らの主張④」について 
 



４-⑵-ⅰ 「原告らの主張②」について 17 

本当の住民側の主張 

▶SSG-21 

▶火山ガイド 



４-⑵-ⅰ 「原告らの主張②」について 18 

函館地裁判決の内容 

▶ 住民側の主張 

火山ガイド「完新世に活動をしていない火山について、最後の活動終了から
の期間が過去の最大休止期間より長いなど将来の活動可能性
がないと判断できる場合に個別評価の対象外としている」 

SSG-21「過去200万年間の噴火記録は一般に活動可能性がある」 

→火山ガイドはSSG-21に反する。 

▶ 判示の内容 

 SSG‐21は、一般論として、過去200万年間の噴火記録が将来の活動可
能性があることを示すことを指摘するにとどまり、この場合に地質データを評価
して、将来噴火する可能性を持つかどうかを判断することを推奨しており、また、
決定論的手法も許容しているから、直ちにSSG-21に反するとはいえない。 



４-⑵-ⅰ 「原告らの主張②」について 19 

本当の住民側の主張 

200万年 500万年 1000万年 1万年 

完新世 更新世 

258万8000年 

火 
山 
ガ 
イ 
ド 銭亀カルデラ 

I 
A 
E 
A 

①スケール感が全く違う 
②「終息した」として将来の活
動可能性を否定する手法が
過度に緩やか 
⇒「確立された国際的な基
準」を踏まえていない 

▶ 第四紀学の権威である町田洋・東京都立大学名誉教授の陳述書 

「少なくとも後期更新世以降、すなわち12万5000年前以降に1回でも活動した
ことが明らかな火山は、将来活動する可能性があると考えるべき」 

甲D103・p5 



４-⑵-ⅰ 「原告らの主張②」について 20 

「決定論的手法を許容している」？？ 

▶火山ガイドの決定論 



４-⑵-ⅰ 「原告らの主張②」について 21 

「決定論的手法を許容している」？？ 

▶SSG-21の決定論 

→ 安易に、外形的・表面的に「決定論的手法を採用している」といってもナンセ
ンス。その中身には雲泥の開きがあり、その違いこそ、住民側が問題としていた
点であるにもかかわらず、これを完全に無視。 



４-⑵-ⅱ 「原告らの主張③」について 22 

函館地裁判決の内容 

▶ 住民側の主張 

火山ガイド「例えば8万年前と5万年前の2回しか活動していない火山は、無
条件に将来の活動可能性が否定されることになる」 

→火山ガイドは不合理。 

▶ 判示の内容 

 火山ガイドは、単に最後の活動終了からの期間と過去の最大休止期間の
比較からのみ将来の活動可能性を判断するとしているわけではなく、これに加
え、噴火状況を示す階段ダイヤグラムから火山活動終息の傾向が顕著といえ
ることをも要件としているから、原告が指摘するケースにおいて当然に将来の
活動可能性が否定されるものではなく、その当否は具体的な調査審議の当
否に帰着する。 



４-⑵-ⅱ 「原告らの主張③」について 23 

本当の住民側の主張 



４-⑵-ⅱ 「原告らの主張③」について 24 

本当の住民側の主張 

終息傾向？ 

13 
10 

8 5 万年前 

㎦ 

▶ 火山ガイドに従えば、 

  ⅰ） 終息傾向○ 

  ⅱ） 最大休止期間＜最後の活動終了からの期間 

  で、活動可能性を否定できる余地がある。 

▶ SSG-21に従えば、 

  ⅰ） 前期更新世よりも古い時期の活動 × 

  ⅱ） 類似した火山の最大休止期間を調査していない × 

  で、活動可能性を否定する余地はない。 



４-⑵-ⅱ 「原告らの主張③」について 25 

函館地裁判決の内容（再掲） 

▶ 住民側の主張 

火山ガイド「例えば8万年前と5万年前の2回しか活動していない火山は、無
条件に将来の活動可能性が否定されることになる」 

→火山ガイドは不合理。 

▶ 判示の内容 

 火山ガイドは、単に最後の活動終了からの期間と過去の最大休止期間の
比較からのみ将来の活動可能性を判断するとしているわけではなく、これに加
え、噴火状況を示す階段ダイヤグラムから火山活動終息の傾向が顕著といえ
ることをも要件としているから、原告が指摘するケースにおいて当然に将来の
活動可能性が否定されるものではなく、その当否は具体的な調査審議の当
否に帰着する。 



４-⑵-ⅱ 「原告らの主張③」について 26 

「具体的な調査審議の当否に帰着」→するとどうなる？ 

完新世 更新世 

▶ たった1回のカルデラ噴火、
しかも3.3万年前の噴火につ
いて、「終息する傾向が顕著」
などとは到底いえない。 

▶ ちなみに、IAEA基準では、
この図のずっと左側「前期更
新世」に基準がある。 



４-⑵-ⅲ 「原告らの主張④」について 27 

函館地裁判決の内容 

▶ 住民側の主張 

火山ガイド→設計対応不可能な火山事象が当該原発の運用期間中に影響
を及ぼす可能性が十分に小さいといえる場合には、当該原発の
設置が許可される。 

←原発の運用期間中に当該火山が噴火する可能性やその規模を的確に予
測することは困難であり、過去に設計対応不可能な火山事象が到達したと
みられる原発を立地不適としないことは不合理。 

▶ 判示の内容 

 SSG-21は、「いくつかのケースでは、特定の災害事象は、サイトに到達する
確率が無視できるために、それ以上の考慮が不要となるかもしれない」と規定
しており、「地理的領域内に将来の活動可能性が否定できない火山が存在
する場合であっても、その影響の到達可能性を評価して更なる検討から除外
することを許容しており、火山ガイドの当該規定もこれに沿うものといえるから、
火山ガイドの当該規定が不合理であるとはいえない」。 



４-⑵-ⅲ 「原告らの主張④」について 28 

SSG-21の内容 



▶ SSG-21（5.17） 

  原則：「既往最大の到達距離」でスクリーニング。 

  例外：「類似火山でのデータ収集」か「地形」によって「到達確率が無視でき
る」場合がある。（cf. 「火砕流」は多少の高低差は乗り越える） 

▶ 火山ガイド（4.1⑶） 

  原則と例外を規定していない。 

  検討対象火山の調査から噴火規模を設定した場合：「類似の火山における
影響範囲を参考に」。 

  過去最大の噴火規模から設定した場合：「痕跡等から影響範囲を判断」。 

 

 

 

 

∴ 火山ガイドはSSG-21と整合せず、SSG-21よりも非安全な規定となってい
る。 

４-⑵-ⅲ 「原告らの主張④」について 29 

SSG-21と火山ガイド4.1⑶との比較 

既往最大の到達距離 
火山ガイドでは許容される余地が大きいが、

SSG-21では許容される余地が小さい。 



４-⑵-ⅲ 「原告らの主張④」について 30 

SSG-21の背景にあるもの‐到達可能性評価の困難性 

甲A55・360頁 



４-⑶ 自ら定立した規範に全く当てはめていないこと 31 

事業者の立証が尽くされたか否かについて全く判断していない 

▶ 函館地裁決定の判断構造は、 

  ⑴ 関連する規制基準の概要 

  ⑵ IAEA安全基準 

  ⑶ 原告らの主張について 

という3段構造。自らが定立した規範である「事業者において、安全審査で用
いる具体的審査基準の合理性を、相当の根拠、資料に基づき主張立証する
必要がある」というものに対するあてはめが全く存在しない。 

 →法律論の基礎中の基礎である三段論法ができていない。 

    なぜか？ 

 事業者は、具体的審査基準が国際基準に照らして合理的であるなどという
主張立証をまともに行ってこなかったから。 

▶ この枠組みを用いるのならば、裁判所は、事業者に対し、具体的審査基準
が、どのような国際基準の、どのような考え方と整合するのか、明確に訴訟指
揮を行い、これに対する住民側の噛み合った反証を促して、適切に争点整理を
行うべきである。 


